
I. は じ め に

主に熱帯に属する太平洋島嶼
しょ

国地域では，国土の狭

小性や分散性，大国からの隔離性などの地理的背景に

起因した，エネルギーや水資源の安定供給の面での課

題，観光開発に伴う海洋資源への影響や農村部からの

人口流出，耕作放棄の増加，食料自給率の低下などの

食料の安全保障に関する懸念，台風の頻発や海面上

昇，高潮や塩害などの主に沿岸域の気候変動に対する

脆弱性など，その自然的，社会・経済的特性から，き

わめて複雑で幅広い問題を抱えている。国連において

も，小島嶼開発途上国（SIDS）に属する地域としてそ

の持続可能な開発の困難さ，重要性が広く認識されて

いる1)。しかしこれまでの技術支援や研究取組みを俯

瞰してみると，トランスディシプリナリーアプローチ

により地域循環型社会の構築を目指す農業農村工学

が，太平洋島嶼国でのSDGs 達成に貢献できる分野は

多岐にわたるといえる。

本報ではパラオ共和国を対象に，現在進行中の資源

循環型社会へ向けた取組みや，付随して実現が望まれ

る，食やエネルギーの安全保障，農業農村の活性化へ

向けた構想について紹介する。さらに，著者らが持続

可能な開発や農村再生を目指して取り組んできた研究

調査内容について概説し，今後農業農村工学分野が解

決すべき課題について述べる。

II. パラオ共和国の概要

パラオ共和国は，日本から約 3,000 km 南下した，

ミクロネシア地域カロリン諸島の西に位置する数百に

およぶ島々から構成される島嶼国である（図-1）。バ

ベルダオブ島に代表される主に北部の島々は火山島で

あり，南部の比較的規模の小さい島々は隆起サンゴ礁

により形成されている2)。気候区分は熱帯雨林気候に

属し，平均気温は約 28℃，年間降水量は 3,000 mm

以上にもおよぶ。主要産業は観光業であり，その収入

はGDP（2017 年一人当たり12,417 USドル3)）の約半

分を占めるとされている。日本はこれまでにODAに

よる経済協力を積極的に行ってきており（米国に次い

で第2位），2012〜2016 年の実績の合計は約 4,500万

USドルである4)。

パラオにおける主食は，タロイモやキャッサバなど

のイモ類であり，バナナやココナッツなどの果実も多

く消費される。一つの土地単位において樹木を栽培

し，樹間で農作物の栽培や家畜の飼育を行う混農林業

（アグロフォレストリー）が特徴的な伝統農法の一つ

であり5)，その面積は国土全体の 2.4％，約 1,100 ha

を占め，いわゆる耕作地の面積は約 400 ha あるとさ

れている6)。しかし，相当な面積において耕作が放棄

されており，2 万人以上の人口の食料需要を満たすた

めには海外からの輸入に頼らざるを得ず，また食の嗜

好の変化の影響もあって，コメや小麦，パスタ・麺類
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図-1 パラオ共和国の位置



を中心に食料の輸入が増加傾向にある。生鮮野菜の国

内需要の急増に対応するため，国外からの出資を受け

た農園がすでに展開しているものの，品質よりも重量

を重視する市場の傾向もあって，化学肥料や農薬の多

投が常態化している。このため，パラオにおける食料

の安全保障は，エネルギーと同様に，供給，アクセス，

利用，安定のすべての面において深刻な状況である7)。

III. 持続可能な農村開発に向けた取組み

1. 資源循環型社会へ向けた取組み

島外より続々と持ち込まれる飲料容器やプラスチッ

ク，その他の廃棄物を低環境負荷でどのように処理す

るかは，観光立国と資源循環型社会の両立を目指す上

での重要な課題である。パラオにおける廃棄物処理は

埋立て処分が主流であり，処分場の残存容量のひっ迫

や，マイクロプラスチックの海洋への流出が懸念され

ている。そこで現在コロール州では，生ゴミや有機廃

棄物，破砕した廃木材や紙ゴミを原料としたコンポス

トの製造，農家への販売といった事業や，廃プラス

チックを油化装置により生成油に還元し，リサイクル

センターにおける燃料として再利用する取組みなど，

エネルギーの自給や廃棄物の有効活用を目指したプロ

ジェクトが稼働中である。そのほかにも，飲料容器の

デポジット回収システムが導入されていて，回収され

た空き瓶を原料とするガラス産業も実現しており，現

地における雇用の創出，人材育成にもつながってい

る。

さらに，平成 30年度は新たにバイオガスプラント

が竣工予定で，以前より地域住民参加型の資源循環シ

ステムの構築を目指したデモ施設の見学会やゴミ分別

・回収の試行調査が行われている8)。家庭や飲食店か

ら排出される生ゴミや下水処理汚泥を中心に，1日 3 t

の有機廃棄物のメタン発酵処理を予定しており，生成

されたバイオガスはガラス工房のグローリーホールの

燃料として利用される計画である。また，残さとして

生じる消化液を液肥として農地に施用することができ

れば，国産有機野菜の市場への安定供給への展開も期

待できる。現在葉菜類や根菜類を対象に現地実証試験

が進められており，適切な施肥方法や生育への影響，

土壌改良剤としての機能などについて，さらなる知見

の蓄積が求められている。消化液施用の実装を予定し

ている有機農園は観光農園としての運営も予定されて

おり，ガラス工房と組み合わせたエコツーリズムの創

出，農村の活性化も期待できる。これらの事業の展開

には，農業農村工学分野におけるこれまでの知見の活

用が必須であり，熱帯島嶼国ならではの研究課題の抽

出にもつながる可能性がある。

2. 開発による土砂流出とその抑制

一般に地形が急峻で年間降雨量の多い太平洋島嶼国

において，人間活動による過剰な土地資源の利用は，

陸域における土壌侵食および海域への土砂および栄養

塩類の流出を加速させ，物質循環や生態系の持続性を

低下させる。現在，太平洋地域のサンゴ礁の 50％が

危機に瀕しており，その半分は陸域から流入した環境

負荷の影響を受けている9)。特に，陸域から流入した

土砂や栄養塩類は，サンゴ礁生態系の多様性喪失の誘

因であり，観光資源としての価値を著しく低下させ

る。Golbuuら10)は，バベルダオブ島の 4流域を対象

に現地観測を実施し，陸域の人間活動による土地開発

（未舗装の道路，住宅地，農地）が海域への土砂流出量

を増加させていることを示した。また，ガルブク

（Ngermeduu）川河口部において，海水中の浮遊土砂

濃度とサンゴの生態に関する調査を実施し，陸域から

海域に流出した土砂によりサンゴの個体数や多様性に

悪影響があることを示している11)。

土壌侵食・土砂流出解析モデルを活用した研究で

は，たとえば工藤ら12)，13)が，ガリキル（Ngerikiil）川流

域内の造成地を含む小流域を対象に，現地観測および

GeoWEPPによる数値シミュレーションを実施し，土

地開発過程において裸地状態とする期間に大量の土砂

が流出することを定量的に示している。

以上を踏まえて著者らは，バベルダオブ島の主要な

25流域を対象にSWATを適用し，長期の土地利用変

化による土砂流出量の変化を推計した。20世紀初頭

の漁労・採集と粗放的な農業による自給自足の時代

（「自給自足」期）から，20世紀前半における日本委任

統治下の農業・鉱業振興による資源開発の時代（「資

源開発」期）を経て，現在の観光振興を支える自然保

護の時代（「自然保護」期）へと土地資源利用形態は変

化し，単位面積当たり年平均土砂流出量は「自給自足」

期＜「自然保護」期＜「資源開発」期となったが，単

位面積当たり一人当たり年平均土砂流出量で比較する

と，「自給自足」期＞「資源開発」期＞「自然保護」期

と単調に減少し，観光産業の振興が土地資源利用効率

の向上にも寄与していることを示唆した14)。

またKoshibaら15)は，バベルダオブ島の3カ所のタ

ロイモ栽培圃場における土砂収支を観測し，圃場にお

ける土砂補足が陸域からサンゴ礁生態系への流出負荷

を緩和していることを示した。以上のことから，観光業

の展開も含む持続可能な開発のためには，流域全体の

土地利用計画を策定し考慮することが有効といえる。

3. 沿岸域農地の塩害リスクと耕作放棄

パラオの沿岸域に分布する混農林業地帯では，古く

よりタロイモの栽培が盛んである。一般にタロイモ栽
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培農地は水田に近い構造を持っており，周囲は低い土

手（畦畔）で囲まれ，額縁明渠のように掘削された溝

を介して用水の灌漑および余剰水の排水が行われる。

そのため，地下水涵養や生態系の保全，海洋への土砂

・栄養塩流出の抑制などの多面的機能を有することが

報告されている15)。また，パラオにて栽培されている

タロイモの品種は100 を超えるとされ，近代化が進ん

だ現代でもそれぞれに適した栽培管理方法が各家庭内

で母から娘へと受け継がれるなど，伝統文化の伝承や

食糧安全保障の面からも重要な役割を果たしており，

その持続性が強く求められている16)。

しかし他の島嶼国の沿岸部と同様，その農地は気候

変動による海面上昇，地下水への塩水浸入，高潮，台

風などによる高い塩害のリスクにさらされている。以

前は大きな台風の影響を受けることはまれであったに

もかかわらず，近年では 2012年に台風 24号BOPHAが

接近，2013年には台風30号HAIYANがパラオ北東

部を直撃し，カヤンゲル島では沿岸部の建物が全壊し

たほか，主要な作物であるタロイモ栽培農地が広範囲

にわたり塩害の被害を受け，いまだ作付けが困難な状

況が続いている。わが国の農地塩害対策や除塩技術

は，農地に真水を湛水させて水の浸透により塩分を下

方に押し流す方法（縦浸透法，リーチング）や，水田

における代かきを行い，水に塩分を溶出させて水尻か

ら排水路へ流す方法（溶出法）が主流といえる17)。し

かし多くの島嶼国では，日本のように地中に排水暗渠

を埋設したり，排水機場を設置することが技術的・経

済的な制約から困難であり，また，土砂や栄養塩を多

く含む濁水を排水路に流出させれば，観光資源である

サンゴ礁や海洋生態系への悪影響は避けられない。そ

こで，島嶼国に対応した新たな塩害復旧策として，前

述したウッドチップや有機廃棄物を利用したコンポス

トによる農地の嵩上げが考えられ，カヤンゲル島にお

いて実証を進めている。コンポストによる土壌の肥沃

化も期待できるものの，嵩上げによって圃場への用水

の供給が困難になる地区もあると想定され，水源との

位置関係や用水系統を複合的に勘案した計画策定が必

要である。また，除塩の効果を高めるために石灰質の

土壌改良剤として現地で比較的入手しやすいコーラル

サンドを併せて施用することも考えられ，その効果の

検証が求められている。

また，近年耕作放棄地の増加が顕著であり，このこ

とが地表からの淡水の浸透量を減少させ，地下水中の

塩淡境界が上昇することで塩害リスクをさらに増大さ

せていると予想できる。しかし，塩害リスクの上昇は

耕作放棄の発生要因であるとも考えられ，その因果関

係の解明には自然的要因や人為的要因を考慮した多角

的な観点からの検討が必要である（図-2）。

最後に，著者らが現在観測中の，タロイモ圃場にお

ける地下水位および地下水中の電気伝導率の連続観測

の結果の一部を紹介する18)。図-3は，バベルダオブ島

の 2地点の観測圃場に観測井を設けて計測した地下水

位および電気伝導率の変動の様子を，降雨量および付

近の潮位の変動と併せて示したものである。Plot A

は Plot Bに比べて，海岸までの直線距離は長いもの

の，圃場を取り囲む素掘りの小水路の末端がマング

ローブ水域（感潮水域）に接続しているという特徴が

ある。観測結果から，Plot Aの地下水位は Plot Bに

比べて降雨よりも潮位変動に大きく影響を受けて変動

していること，特に大潮の際には圃場が冠水してしま

うこともあること，地下水中の電気伝導率は比較的高

く，変動は緩やかで，一度塩水を被ってしまうと自然

には除去されにくいことが示唆された。

IV. お わ り に

本報では，パラオ共和国における持続可能な開発，

資源循環型社会の構築，食やエネルギーの安全保障，
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図-2 沿岸域農地の耕作放棄に関する因果関係（仮説）

図-3 観測圃場における地下水位およびECの計測結果



農業農村の活性化に向けた取組み事例について概説

し，構想・展望について紹介した。とりあげた内容

は，SDGs に掲げられている項目に照らせば Goals 2，

7，12，13，14 に特に関連する。同様の課題は他の

SIDS においても共通するものと考えられ，農業農村

工学の貢献が期待されている分野は広範囲にわたると

いえるだろう。本報がその課題発見・解決の糸口とな

れば幸いである。
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